
公共交通維持のための財政支援の拡充を求める意見書 

 

 地域における公共交通は、住民にとって必要不可欠な生活基盤であり、とりわけ

路線バスは、移動手段を持たない高齢者の買い物や通院、中学生や高校生の通学な

どに利用される重要な交通機関である。 

また、地方は自動車に依存した社会構造となっており、今後、急速な高齢化によ

って運転免許証の返納者が増加すれば、公共交通機関の必要性はますます大きくな

ると思われる。 

一方、人口減少や自家用車の利用などにより、近年、路線バス利用者は大幅に減

少し、交通事業者の路線バス運行事業は赤字が続いており、バス路線を維持するた

めには国や地方自治体の財政支援が欠かせないものとなっている。 

このため、関係自治体にとっては、多額の補助金を支出することが大きな負担と

なっており、国による財政支援の拡充がなければ、公共交通としてのバス路線の維

持は困難な状況に陥っている。 

さらに、今般の新型コロナウイルス感染症拡大によって公共交通機関の利用者は

激減し、交通事業者の収益は著しく低下しており、路線バス運行のための企業努力

も限界に達している。 

このような中、地域における公共交通がその機能を十分に発揮し、真に活力ある

地域・経済社会をつくっていくためにも公共交通に対する財政支援の拡充が求めら

れている。 

よって、国においては、地方自治体が取り組む地域公共交通の維持にかかる補助

事業について、補助要件を緩和するなどの財政支援措置を大幅に拡充されるよう強

く要望する。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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